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はじめに

本冊子は、まちづくり交流フォーラムが1998年11月29日に開催した「まちづくり交流フォーラム研究集会“1998”――21世紀への市民からのメッセージ」の概要を収録したものです。

本研究集会は、初年度は愛知で、「出合い」を、2年度が岐阜で、「ディスカッション」を、3年度が三重で、「提言」をテーマにして研究交流することを目的としています。研究集会の最終的な報告は、3年間を総括する形で、「提言」とともに発行する予定で、本冊子は次年度、次々年度の論議に向けての資料として「記録性」に重点を置いて編集しています。

９８年度の今集会には、東海・中部地方を中心にまちづくりに関心を持ち、また実際に関わっている市民団体、研究者、学生、民間シンクタンク、行政関係者など６００名が集まり、21世紀のまちづくり像を議論しました。市民が主催してこのように広汎多数の参加者を得た集会は全国でも珍しいと思われます。

集会は午前10時から始まり、中田實まちづくり交流フォーラム代表の主催挨拶と基調報告が行われたのに続いて、特別報告として阪神淡路大震災後、市民が中心になってまとめた冊子「市民がつくる復興計画」の紹介を今田忠阪神淡路コミュニティ基金代表が行ないました。

そして、参加者の「出合い」を促す目的で、事例発表者や講師、実行委員など約100名をリレー形式で紹介し、引き続き昼食時間を活用して、名刺交換会やブース展示会を行いました。

午後からは、第二部として会場を分散し10の分科会を行い、最後に午後６時から懇親会を開催し、来年の再開を約して午後８時に閉会しました。　

今回の討論の事例発表者やコメンテーターなど主催側が準備した発言者はおよそ80名、それぞれ市民が主導し地域社会にインパクトを与えている実践例を発表し、一般参加者がそれぞれの経験を踏まえて討論しました。その結果、現状や問題点、課題などの共通認識が進み、間もなくおとずれる21世紀がどのような時代なのか、何を準備しなければならないのか、おぼろげながら見えてきました。

まちづくりにとって、“市民の主体性”や“コミュニティの再生”がキーワードだということも大方の合意を得られそうです。しかし、では、その主体やシステムを誰がどう作リ出すのか、といった問題は今後の課題として残されています。

すでに1999年の岐阜県開催の準備が進んでいます。また、2000年の三重開催もすでに打ち合わせをはじめています。みなさんの参加で一層中身が充実したものになりますよう祈念する次第です。

研究集会開催の主旨

 高齢化・低成長社会の21世紀を迎えるにあたり、これまでの高度成長時代のまちづくりから大きくパラダイムを転換することが求められています。

 “まちづくり”を都市工学や建築・土木などのハード面に限定せず、環境・福祉・教育・文化といったソフト面にも視野を広げ、また、いわゆる社会的マイノリティといわれる高齢者・女性・子ども・障害者・外国人などがかかえる課題も積極的に受けとめ、そして、そうした視点から取り組まれている各地・各領域での様々な試みを交流し、新たな文化、新たなコミュニティの創造をめざし21世紀におけるまちづくりを論議するために、この研究集会を三年計画で開催します。

初年度の今年は、「出合い」がテーマ。そして、次年度は「ディスカッション」、最終年度は「提言」です。

具体的なねらい

①、広域的に、且つ活動領域や活動課題を越えて取り組み、且つ出合うことで、新たな問題提起･触発を受ける機会とする。

②、非常に疎遠な関係、またはむしろ対立的な関係に焦点を当て、互いの関係性を問い直しながら意見交換し論議することで問題解決の糸口を探る。

③、研究集会の時だけの出合いや取り組みに終わらず、そこに至る小さな出合いや継続的・日常的な交流の積み重ねを重視し、研究集会以降のそれぞれの発展につなげる。

④、過去の取り組みや活動への率直な反省や実践的な経験を汲み取り、タブーを怖れず大胆で実験的な試みを行い、21世紀のまちづくりのコンセプトを見出す。

⑤、「出合い・交流・提言」のプロセスを共有し、結論だけでなくコンセンサスづくりの過程も重視する。従って、「集会」の企画手法の開発にもアプローチする。

⑥、研究集会は、こうしたアプローチの総集約の場と位置づけ、本年は名古屋地区･愛知県で開催するが、次年度及び次々年度は他地区での開催を予定し、当該地方におけるネットワークの拡大、及びコーディネートセンターの誕生を展望する。

⑦、交流ネットワークの拡大について、97年から99年にかけて三重・滋賀・福井三県の市民活動フォーラムが開催されていることから、2000年を三重県開催とし、この三県フォーラムのネットワークとの合流を展望する。また、建築士会の「文化財を生かすまちづくり」では 北陸方面との交流・ネットワーク化を展望する。

⑧、こうした取り組みを通して公共性、及び公共空間を市民自らが創造してゆくことを念願する。

タイムテーブル

  ■第1部（10：00-12：00）                   　　　　　　　　　    　　　名古屋市公会堂4階ホール    

    ●基調報告「今、まちづくりとは」

        中田 實：まちづくり交流フォーラム代表、愛知学泉大学コミュニティ政策学部部長、同研究所長。

    ●特別報告「市民が作る復興計画。－阪神淡路大震災の教訓」

         今田 忠：阪神淡路コミュニティ基金代表。            

    ●活動やプロフィール紹介

         パネラー、コーディネーター、参加団体など約100名を壇上からリレー紹介。             

   ■昼食交流会（12：00-13：20）   　          　　　　　　　　　     　 名古屋市公会堂4階ホール         　　　 

      *名刺交換・情報交流・インフォメーション活動（各団体のブース、展示会など）。

  ■第2部（13：30-17：00）   ---分科会 

     第1分科会：災害と市民活動－どうする？コミュニティ　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋市公会堂

   第2分科会：協働型まちづくりの主体とシステム          　　　　　　　　　　 中央福祉専門学校

     第３分科会：水と緑。－里山をいかす         　　　   　　　　　　　　　 　　  中央福祉専門学校

     第４分科会：よみがえれ農山村。－農山村と都市の共生ネットワーク　　     中央福祉専門学校

     第５分科会：中心市街地の活性化を考える    　　　　　    日本福祉大学ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ名古屋

     第６分科会：人にやさしいまちづくり。今、何故ネットワークか  　　　　　　　　　　　 名古屋市公会堂

     第７分科会：多文化共生のまち。－国際化と人権　　   　　　　　　　　　　　　　　  名古屋市公会堂

     第８分科会：こどもたちとまちづくり               　　　　　　　　　　　　　  名古屋市女性センター

     第９分科会：歴史や文化を生かしたまちづくり     　　　　　　　　　　　　　 名古屋市女性センター

     第10分科会：地域メディアでまちをつなごう 　　　　　　    日本福祉大学ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ名古屋

     特別分科会：学生・若者の交流＆ネットワーキング 　　　　　　　　　　　　  （注）但し、21日-22日

   ■お名残り懇親会（17：30-19：00）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名古屋市公会堂4階ホール

会場の様子：名古屋市公会堂４階ホール（全体会場）




中田　實

まちづくり交流フォーラム代表

　はじめに、東海地方のまちづく利の仲間が若い方々を含めてこのように一堂に会して研究集会を開くことができたことを先ず皆様とともに喜びたいと思います。

　「まちづくり交流フォーラム」は、これまでそれぞれの分野で、それぞれの視点からまちづくりをすすめてこられた多くの団体・個人に呼びかけて、本年から2000年までの3年間にわたり、共同して研究集会を持つことに致しました。本日はその1回目の集まりであります。その目的は、本会の「よびかけ文」に掲げてあるとおりですが、その要点をまとめると次ぎのようにいえるかと思います。

　国家と市場を基軸とした20世紀は、経済発展により巨大な富を生産すると同時に、戦争と自然収奪によって大きな社会的格差と環境破壊を引き起こしてきました。そのなかで市民は、こうした状態に翻弄され、相互に競争・対立しながらも、また一方では協力しあいながら、この時代を生き抜いてきました。特に高度経済成長期の地域変動はすさまじいものがあり、住民は地域で、生活だけでなく生命を守るための活動に立ちあがらなければなりませんでした。

しかし、この状況も、特にバブル崩壊後は、大きな変化が現れてきました。経済も人口も右肩上がりを前提にすることができなくなりました。高齢化、少子化が一層進み、市民の関心は量から質に向かってきました。それに応じて、社会資本の整備も、建築・土木といったハード面だけでなく、福祉、教育、文化等のソフト面の充実が求められるようになってきました。このような関心の変化は、全国一律のシビルミニマムの達成という課題から、地域ごとの住民による主体的な対応が必要になってきました。その中で、市民の暮らしを守るために多様に、しかし相互の関連はあまりなしに展開してきていた運動が、「まちづくり」の取り組みとして収斂し、関連づけられるようになってきました。人間の暮らしも地域も多面的、総合的なものですから、これらの多様な取り組みをヨコにつなぎ、相互に学び合い、協力しあうことが重要であるとの思いも共有されるようになってきました。

この点では、阪神淡路大震災の教訓は強烈なものがありました。

こうして今、私たちは、厳しかった20世紀の運動の経験をふまえ、人間とも自然ともより豊かな関係を保つことができる21世紀のまちづくりの在り方を、多方面の知恵と経験を集めて検討し、その成果を広く発信していくことにしました。この3年間の討議で、より豊かな成熟した生活と社会を築くあめに何ほどかの展望を開くことが出来ることを期待しています。

本集会の重視している視点について

21世紀のまちづくりへの視点として私たちが重視した点を整理しておきます。それは第1に「市民主導」ということであります。そして、高齢者、女性、子ども、障害者、外国人といった社会的弱者とされてきた人々をも主体となる市民として位置付け、その問題を重視していきたいということであります。また、主体となる組織としては、いよいよスタートするＮＰＯ法に注目し、それとの関係の在り方を研究していきたいと考えています。　

第２には、各組織・運動の「交流と連携」の視点であります。従来、同じくまちづくりを進めながら運動同士の連携が十分ではなかった理由を明らかにし、異質なものの間を自覚的につないでいく努力をしていきたいと考えています。私自身についてみても、これだけ多くの団体・個人の方が集まってこられているのに、この企画以前からお知り合いだった方は数人だけで、あとの皆さんとは、今回新たに出合いとなった方ばかりです。そんなわけで、3年にわたる本フォーラムの研究集会の第1年目のテーマは「出合いと交流の場」といたしておりますし、この全体会のうんえいにも、この目的が実現できるように様々な工夫がこらされています。もちろん、今回の分科会の組み方についても、これですべて網羅していると思っているわけではありません。今後さらに連携を広げていくことを目指しますが、お互いの成果を先ずじっくり学び合いたいと思います。

第３には、本フォーラムは、2年目は岐阜で、3年目は三重で開くように計画しています。そして、3年目の集会を「提言とまとめの場」として位置付けていますが、全体として結論を急ぐよりも、議論の経過を大事にしていきたいと考えています。しかも、私たちの多くは実践団体ですから、可能なものについては、モデル事業としての展開も図っていければと思っています。

21世紀のまちづくりの一つの原理としてのコミュニティ

さて、21世紀のまちづくりの在り方を検討するわけですが、この後で特別報告を頂く阪神淡路大震災の教訓から学ぶことは大変重要なことであります。『市民が作る復興計画』というご本の結論が「コミュニティの大切さ」であることに、私は所属学部の性格からも大変感銘を受けています。とっさの場面での助け合いから、仮設住宅への入居、そしてまちの復興にいたる各段階で、コミュニティの意味が再確認されていったと推測されます。また、コミュニティは、単に災害時に必要とされるだけでなく、人間の支え合いが求められる場面ではつねに必要とされるもので、高齢社会を迎えるわが国でも、ますます注目されるべき理念ないし運動となっていると思われます。

ただ、コミュニティは否定的な意味をもたないコトバとして大変ユニークなものですが、その内容理解という点では、極めて多様なままで用いられています。これを今何か特定の内容に限定するということは困難な状況にあります。これをむしろコミュニティ概念の豊さの表れと受け止めておきたいと思います。そして、町内会などの土着のものからグローバルなネットワークまで、重層的に広く使うことを認めあい、そこに含まれるエッセンスを確認することを課題とすることでよしとしたいと考えています。

コミュニティの形成は一朝一夕にできるものではありません。21世紀のまちづくりの原理の一つとして自立の上に成り立つ共生のコミュニティの在り方について議論を深めていくことが、21世紀のまちづくりの展望につながるのではないかと考えております。

まちづくり活動の原点について

コミュニティとも関わりますが、私は2週間前の土曜・日曜に、フランスのグルノーブル市で開かれたフランスの住民組織の全国交流集会に参加していました。大変熱心な議論が戦わされたいましたが、印象深かったことは、かれら住民組織の活動のエネルギーの8割が、住民の意見を聞くことに割かれているということでした。参加民主主義を掲げるフランスの運動の当然の課題と言えましょうが、同時にそれは全ての国の地域運動に居いう通する課題であることを学ぶことができました。まちづくりの活動の原点は、住民の声を聞くことにあるということを申し上げて、基調報告を終わらせて頂きます。



特別報告「市民がつくる復興計画」

－－－阪神・淡路大震災の教訓－－－
今田　忠：

阪神淡路コミュニティ基金代表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　今日のテーマ「阪神・淡路大震災を経験を踏まえて　市民が作る復興計画」について、お話しさせていただきますは、実は、私は、震災が起きた1995年１月には東京で仕事をしており、その６月から神戸で今の仕事に当たっていますので、震災直後の緊急的な活動については経験はしていません。そうした中から、「　@」の本がどうしてできてきたかについては第１分科会に譲ることにして、ここでは、この本に書かれている理念は、先程の中田實先生のお話とかなり一致すると思いますので、そのことを中心にお話しさせていただきます。　
　一昨日、ブラジルのクリチバ市の話を聞く機会がありました。このクリチバ市はまちづくりの分野では有名なまちで、また、兵庫県姫路市と姉妹都市で、クリチバ市のあるパラナ州は兵庫県と姉妹提携を結んでいます。その関係で、パラナ州の環境長官のナカムラさんにクリチバ市の様子をスライドも交えて紹介してもらいました。クリチバ市のまちづくりの基本的コンセプトは、『ヒューマン・スケールのまち』で、都心から自家用車の通行を排除し、交通はすべて３連につなげた路線バスが運行しています。同時に、自転車道路を150kmにわたって整備しています。最初、「こうした試みはブラジルの小さな田舎町だからできるのであろう」と思ったのですが、実はクリチバ市は人口150万人で、神戸市と同じ位なのです。また、リサイクルも徹底して実施しており、子どもの時から資源リサイクルを教育している、というまちづくりを行っています。
他方、ブラジルにあるブラジリアというまちは、車中心の機能的なまちというコンセプトですが、ブラジリアもクリチバもほぼ同時期に作られています。
　パラナ州のナカムラ環境長官は、震災後に神戸市の担当者と話をした時、「日本では建設省の方針が物を言い、神戸市だけでは予算もなくまちが作れない」という話を聞いたそうです。「多様な住民主導のまちづくりが21世紀のまちづくりだ」という話が中田先生よりありましたが、日本ではそれがほとんどできないという現状があります。神戸で大震災が起こったのが１月17日で、２カ月後の３月17日には都市計画決定が行われ、住民の方の反感を買ったのはご承知の通りです。２カ月後というのは、家が壊れて人が非難していなくなっている状況です。その住民がいない時期にそのまちの復興を決めてしまうという社会の仕組みはおかしいのではないか、ということです。しかし、３月で年度末を控えており、この時期に都市計画決定をしないと建設省からの補助金が出ないために、２カ月間でバタバタと決めなければいけない事情があったようです。たまたま１月に地震が起きて、３月に年度末を控えているから、住民の意向を聞く暇がない、というのは、非常におかしな話です。この社会システムはおかしいのではないのか、という思いがこの本に結集されています。この本の作成には色々な人が関わり、住宅の再建、医療福祉、教育、雇用などの個別課題におけるグループに分かれてディスカッションをする一方で、総合グループを設け、個別課題というタテ糸に対し、社会の仕組みというヨコ糸から考察しました。
　この本の復興計画の基本的な考えは、一つには「環境に配慮したライフスタイルへの変換」、二つ目は「多様な価値観を容認する共生社会を作る」、三番目に「市民社会を構築する、つまり、行政依存からの脱却と、市民の自立と支え合いの社会」というものです。文面を少し読ませていただきます。
　「ぬくもりのある心豊かなまちを作っていくのは、市民の自立と支え合いがなければならない。市民が作る計画は、このように市民の存在を前提としている。そして、今の日本にはこのように市民が作るまちづくりを可能にするような仕組みが存在しないのことに気が付く。このことは、より基本的には日本にはまだ市民社会が成立していない、ということを意味する。だから市民社会の構築という大きな問題に取り組まなければならない。
　それから、住民自治の仕組みも日本では不充分だ。地方議会だけではきめの細かい政策決定はできない。問題によっては直接民主主義の仕組みも必要であるし、小地域での意志決定の仕組みがあってもよい。昔の寄り合いを民主主義的で合理的にしたような仕組みだ。神戸市では早くからまちづくり協議会の制度を取り入れてはきたが、市の認めたものに限られるし、法的権限はない。地方自治が実現しても、さまざまな施策の実行部隊がいなければ、結果的に行政に頼らざるをえない。この実行部隊として期待されるのがＮＧＯ・ＮＰＯだ。行政改革、行財政改革の推進、市民社会の実現には、ＮＧＯ・ＮＰＯが力をつけなければならないことを強調しておきたい。」
　市民社会について、このようなことがこの本に書いてあります。具体的に市民が作る復興計画でどのような提交_>_をしているかは、レジュメの２ページに目次だけ書かせていただきました。コミュニティの再生も大きな柱として立ててあります。
　市民主導で多様な人々が参加できる仕組みという点については、３ページの所に「市民参加の原則」が書いてあります。これはイギリスの農村部でコミュニティ開発をされているハナ・レーノルドさんの講演の記録です。
（テープの裏返しで一部消えている？）
　今まで住民参加という言葉の中で、実は阻害されていた、高齢者、女性、障害者、若者などの方々の参加を棚上げするような機会を与えないといけない、という指摘があります。また、まちづくりの中に子どもの目を入れないといけない、という点も強調していました。障害を持った人、子どもの参加によって、まちづくりの目線が変わってきますし、そうした点からまちづくりの発想を考えていかなければいけないという指摘がありました。まちづくりの集会などのアクセスを考えないといけない、障害者でも気軽に参加できるような会場を選ぶ、というのも考慮すべき点です。
　また、文章はわかりやすく書かなければならない、という点も大事です。これは役所の文章は厳密さを要求されるために、わかりにくくなる。震災後、仮設住宅などの募集要項が住民にわかりにくいというので、ボランティア団体が手分けをして、住宅の条件などをわかりやすい地図や言葉を使って翻訳したことがありました。単に情報を提供するだけでは不充分で、これでわかるのか、と絶えず検証する必要があります。そして、基本的な部分で民主的な決定が行わなければ意味がない、というお話でした。
　イギリスでも市民参加が定着しているというわけではなく、市民参加の「梯子」という点に言及していました。市民参加の一番下の段階では、行政から一方的に決定を通知する、段階です。２番目になると、決定を通知し、ご意見はありませんか、と聞きます。そして、最終段階では、協働意志決定、協働行動という、双方向的なプロセスがとれるようになり、ここで初めて、市民参加・市民主導のまちづくりが可能になります。日本の各地ではどのような段階にあるでしょうか。震災直後の都市計画決定では、まさに第一段階に近いレベルのものでした。
　住民の協働意志決定、協働行動について、具体的に考えると難しい課題が浮かび上がってきます。２ページの下にその点を記しておきました。まちづくりにおいては、対立軸が存在し、それぞれがもっともな主張をし、その中で調整を行っていかなければなりません。　基本的には、まちをいかに捉えるかという思想があります。クリチバとブラジリアのように、人間性あふれるまちを作るのか、機能的ですっきりしたまちを作るのか、といったような思想の違いです。また、タイムスパンについても、10年先のことを考えるのか、50年先を考えるのかによってまちの捉え方は違ってくるでしょう。また、同じまちの住民でも「消費者」であるか「生産者」であるかによって、視点が変わってきます。
　従って、調整というのは大変な作業で、「様々な公共」と書きましたように、コミュニティレベルの公共のあり方、市町村の公共、国としての公共がぶつかり合うのがまちづくりの難しい点です。道路を通すという例でも、国レベルでは交通網を整備するという観点から公共性が高いと見ますが、コミュニティとしては通過道路が作られることが迷惑にもなります。地域エゴとコミュニティの利益はある意味では紙一重で、そこをどう調整するか、という社会システムが今の日本ではまだ出来上がっておらす、これからの課題です。住民相互の利害調整については、最近ワークショップ形式がよく用いられるようになりましたが、公共と公共のぶつかり合いというのは、依然として難しい問題です。住民投票にも関わってくる問題ですが、今の日本では、どのような問題が住民投票にふさわしいのか、あるいは議会による決定がふさわしいのか、といった点のルールができていません。そうしたルール作りも、21世紀のまちづくりの重要な課題だと思います。
　
　そうした問題の基本にある、日本にはまだ市民社会が成熟していないのではないか、という点については、「市民」とは好き勝手に権利を主張するような存在ではなく、「公共性を自覚した、自立した個人」だと私は考えています。公共性をどれだけ持ち得るかという点が、大きなポイントになります。ＮＧＯ・ＮＰＯの動きや、1990年頃からの企業のフィランソロピーの活発化などを経て、1995年には、阪神淡路大震災においてボランティアが注目されるようになりましたが、その頃になって個人の市民性、公共性といったものが自覚されるようになりました。今年の12月に特定非営利活動促進法が施行されることとなり、市民活動の組織化が進んでいくことが予測されます。
　私はこうした今の汝砺{というのは、非常に緩やかな市民革命の流れにあり、今後市民社会が実現していくかどうかという21世紀に向けての大事なステージにあるのではないか、と思っています。昨今の日本の政治は目を覆うばかりの惨状にありますが、今の政治経済の状況が世直しのきっかけになり、21世紀には市民の社会が構
築されていくのを期待しています。
　こうした緩やかな市民革命というのは、世界的な流れであると捉えています。激動の1989年と書いたように、89年にハンガリーがオーストリアとの国境の鉄条網を切ったことをきっかけにして東欧革命が始まり、東欧の市民社会が着目されました。日本では、進出したアメリカ・ヨーロッパでの企業と市民のあり方を問い直したことから企業の社会貢献が注目され、90年には企業メセナという言葉や、経済白書においてもフィランソロピーという言葉が用いられるようになり、高揚期を迎えました。その時期はバブル経済とも重なり、バブルがはじければ社会貢献熱も終わるという言い方をされましたが、量的には減少したとはいえ、思想的な部分は引き継がれてきていると捉えています。
　一方、ＮＧＯ・ＮＰＯについては、ＮＧＯ・ＮＰＯへの期待が高まったのが1992年のリオデジャネイロでの地球サミットの頃でしょう。97年には京都で「気候変動に関する国際連合枠組条約第３回締約国会議（通称ＣＯＰ３）」があり、日本の環境ＮＧＯは大いに活躍しました。他方で、1996年には、日本ＮＰＯセンターや大阪ＮＰＯセンターとが設立され、名古屋でも、また日本全国でそうしたサポートセンターが続々と設立されています。こうした流れの中で、行政とＮＧＯ・ＮＰＯ、そして、企業がどのようなパートナーシップを組んでまちづくりを行っていくか、そうしたシステムを考えていかなければならない時期にきています。
　この本は、神戸の復興という課題をベースに作ったものですが、これからのまちをどうしたものにしていきたいのか、といった全国のまちづくりに共通するテーマに発展させようと、製作に関わったメンバーが、全国的にこの本をベースにして、まちづくりについて話をする機会を作っていただいているところです。今日は名古屋でこうして皆さんとお話する機会がいただけたことを感謝しています。ありがとうございました。 

≪参考資料≫

＊以下は、今田忠さんが準備されたレジュメです。

市民がつくる復興計画の生い立ち
　○市民とＮＧＯの「防災」国際フォーラム
○声のカード

復興計画の内容
　　＊課題別検討－－－ソフト重視
　　＊システムの検討－－－市民社会
復興計画の基本的な考え
　都市計画からまちづくりへ。地方の時代、Small is Beautifulの再認識
　○環境に配慮したライフスタイル
　　＊家庭でのライフスタイル
　　＊職住接近の職場
　　＊多極分散型・地域密着型企業
　○共生社会－－－多様な価値観の容認
　　＊外国籍の人たちとの相互理解
　　＊こころの豊かさを大切にする教育
　　＊多様な文化の創造
　○市民社会の構築
　　＊行政依存からの脱却
　　＊市民の自立と支え合いの社会
　「ぬくもりのある心豊かなまちをつくっていくには、市民の自立と支え合いがなければならない。市民がつくる計画は、このような市民の存在を前提としている。そして今の日本にはこのような市民がつくるまちづくりを可能にするような仕組みが存在しないことに気がつく。このことはより基本的には日本にはまだ市民社会が成立していないということを意味する。だから市民社会の構築という大きな課題に取り組まなければならない。」
　「住民自治の仕組みも日本では不十分だ。地方議会だけではキメの細かい政策決定は出来ない。問題によっては直接民主主義の仕組みも必要であるし、小地域での意志決定の仕組があっても良い。昔の寄合を民主主義的で合理的にしたような仕組だ。神戸市では早くからまちづくり協議会の制度を取り入れては来たが、市が認めたものに限られるし、法的権限はない。住民自治が実現しても様々な施策の実行部隊が居なければ、結果的に行政に頼らざるを得ない。この実行部隊として期待されるのがＮＧＯ／ＮＰＯだ。行財政改革の推進、市民社会の実現にはＮＧＯ／ＮＰＯが力をつけなければならないことを強調しておきたい。」

市民がつくる復興計画の提言
　○文化・教育－－－こころを育てる
· 市民から文化専門職登用　＊地域ごとに文化施設　＊生産装置としての文化施設　＊地域の特性に基づく文化　＊企業は文化資源に支援を　＊市民による文化基金　＊学校を地域に開放しよう　＊教師はまちへ出かけよう　＊子どもの声を反映しよう　＊家族が助け合う　＊多彩な教育メニューを

　○医療・福祉－－－やすらぎのある暮らし
· 開かれた施設運営の実践　＊在宅福祉にきめ細かい対応を　＊仮設住宅を利用したグループホーム　＊ケアハウスの重視と充実　＊公営住宅でのコミュニティ　＊孤独死ヘの対策　＊バリアフリーへまちを点検

　○産業・雇用－－－働く場をつくる
· 都市のすきまを仕事の場に　＊ベンチャービジネスの拠点を　＊コミュニティビジネスに支援を　＊コミュニティビジネスの仕事を増やす　＊新ビジネス育成の融資制度　＊インナーシティの魅力の開発　＊中小企業ネットワークの実現　＊遊休農地に都市住民を受け入れる　＊青年海外派遣と帰国後の就業支援

　○住宅の復興－－－元のまちに住む
· 住宅供給計画の拡充　＊家賃補助政策の弾力的発想　＊仮設仕宅から学ぶ佳宅づくり　＊地域型仮設住宅の経験　＊これからの仮設住宅の運営　＊２１世紀の高齢者住宅　＊下町長屋住宅の提案　＊被災地にグループホームを　＊戸建て住宅の再建　＊マンション再建　＊市街地復興と住宅再建　＊居住と環境

　○新しいまちづ＜り－－－市民がつくる
· コミュニティの再生　＊まちに人を戻す施策　＊中間的な復興施策　＊背丈にあったまちづくりを進める　＊自動車優先の道路・交通システムを見直す　＊水環境と緑を取り戻し、自然と共生する都市環境を創造する　＊共生のまちづくり　＊包括的な地区助成施策の創設　＊ひらかれた住民組織をつくる　＊住民主体のまちづくりを支える社会的システム
まちづくりの難しさ
　○対立軸の調整
　　＊思想の対立--- 多様性と秩序、エコロジーと経済成長、大規模生産と分散型--- 

　　＊タイム・スパン　＊私権と私権--- 借地・借家と居住者、生産者と生活者--- 

· 私権と公共　＊様々な公共--- 通過道路と住活道路、迷惑施設、近隣コミュニティ、街区、市町村、県、

国、国際社会
　○まちづくりの主体。アクター。
　　＊市民参加の仕組み--- ワークショップ　＊ＮＰＯディペロッパー
市民参加の梯子
　1.一方的な意思決定－－－行政からの決定を通知
　2.協議－－－既に行われた決定についての意見聴取
　3.協同意思決定・協同行動－－－双方向的なプロセス
市民参加の原則
　1.すべての人に参加の機会を
　　　　　　－－－女性・障害者・青少年等従来疎外されていた人も
　2.障害者も参加しやすい場所
　3.理解しやすい文章
　4.民主的意思決定
ハナ・レイノルズ講演記録「民間ボランタリー・セクターの役割と課題－一 日英比較--- 」（笹川平和財団）











































基調報告「今、まちづくりとは」











《参考》


ゆるやかな市民革命の流れ


　　＊1990年－－－フィランソロピー元年


　　＊1995年－－－ボランティア元年


　　＊1999年一－－ＮＰＯ元年か


　○激動の１９８９年


　　1989.5.2　　ハンガリー、オーストリア国境の鉄条網撒去


　　1989.5. 　　ゴルバチョフ初代最高会議議長(90.3 大統領) 


　　1989.6.3-4　天安門事件


　　1989.8. 　　　東独市民が西独へ大異動


　　1989.11.9 　ベルリンの壁崩壊


　　1989.12.22　ルーマニア、チェウシェスク政権崩壊


　○ゆるやかな市民革命


CBCC(Council for Better Corporate Citizenship)（海外事業活動関連協議会）設立


　　1989.11.　　　第１回ＪＮＣ


　　　　　　　経団連・JCIE・CBCCシンポジウム「米国地域社会における良き企業市民の条件---経


　　　　　　　済の国際化時代の日本企業の新しい課題」開催、１パーセントクラブの設立を提唱


　　1989.11.　　１パーセントクラブ（個人）発足


　　1990.2. 　　物価暴落。バブル崩壊


　　1990.2. 　　企業メセナ協議会設立


SPF 「コーポレート・シチズンシップ--- 21世紀の企業哲学」（講談社）刊行　　


1990.4　　　経済白書、フィランソロピーに言及


　　1990.11.　　「コミュニティ財団調査報告書」（大阪商工会議所）刊行


　　1990.11.　　経団連１パーセントクラブ正式発足


　　1991.10.　　大阪ボランティア協会企業市民活動推進センター設立


　　1991.11.　　大阪コミュニティ財団設立


　　1992.6. 　　経団連「社会貢献白書」刊行


　　1992.6.　　国連環境開発会議（地球環境サミット）


　　1992.10.　　第２回ＪＮＣ。ＮＰＯがメインテーマ


　　1993.3. 　　ＮＰＯ研究フォーラム発足


　　1993.6. 　　フィランソロピー・リンクアップ・フォーラム発足


　　1993.9. 　　ＮＰＯ推進フォーラム発足


　　1993.11.　　環境基本法制定


　　1994.3. 　　「市民公益活動基盤整備に関する調査研究」（総合研究開発機構）刊行


　　1994.9. 　　「自覚と責任のある社会へ」（大蔵省印刷局）刊行


　　1994.11.　　Ｃ's設立


　　1995.1.　　阪神・淡路大震災


　　1995.4. 　　市民活動の制度に関する連絡会結成


　　1996.11.　　大阪ＮＰＯセンター設立


　　1996.11.　　日本ＮＰＯセンター設立


　　1997.12.　　COP3


　　1998.3. 　　特定非営利活動促進法成立
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